
NO.

千円 千円 千円

分類

割合（％）

特
記
す
べ
き
事
項
等

事務事業名 農業経営規模拡大促進事業費

根拠法令 薩摩川内市農地流動化促進事業補助金交付規則

補助経過年数 １１年以上１５年以下

平成28年度 農地流動化促進事業補助金 評価表 73

所管部課名 農業委員会事務局 担当者 江口　あゆみ

指標名 目標値 目標年度

成果指標① 農地流動化面積 １２３ｈａ 平成２８年度

平成28年度
予算額

8,500 千円

国県支出金 一般財源 その他 その他の内容

8,500

補助対象経費 ８，５００千円

補助対象事
業・活動の内

容

農地の有効利用、農業の生産性向上及び他産業並みの所得向上に資することを目的に、経営
規模拡大を目指す中核担い手農家、農地所有適格法人等の農地の借手農家及び貸手農家に対
して、補助することで、農地の流動化を図り、耕作放棄地等の解消に努める。

□運営補助のみ　　■事業補助のみ　　□運営補助と事業補助の両方　　□その他
補助金額又は

補助率
規則別表に基づく新規契約・更新契約別の面積割定額補助金

成果指標②

補助対象者
借手：経営規模拡大を目指す担い手農家、農地所有適格法人等
貸手：上記借手に農地を貸す農家

上記項目の
積算方法

補
助
を
受
け
る
事
業
（
団
体
）

等
の

過
去
３
ヵ
年
の
決
算
状
況

項目
平成25年度 平成26年度 平成27年度

金額（円） 割合（％） 金額（円） 割合（％） 金額（円）

収
入

自己資金 0 0 0

0
寄付金・その他助成

会費収入
事業収入

市補助金

計 0 0 0
（前年度繰越金）

支
出

事業費

その他事務費
人件費

計 0 0 0
（翌年度繰越金）

翌年度繰越金/市補助金
交付件数 420 311 361

支出計/前年度支出計
自己資金/前年度自己資金

成果指標の推移① 96ｈａ １0１ｈａ 121ｈａ
成果指標の推移② － － －

【前回評価】平成２５年度「現状のまま継続」

別紙参照
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要件 評価 評価した内容についての説明

公
益
性

A

　農業所得の向上を図るために、経営規模拡大を目指
す中核的担い手農家や農地所有適格法人の農地の借手
農家及び貸手農家が対象であり、不特定多数の農家を
対象としている。

①　特定の目標・成果の達成に向けて、一定の
団体等に一定の補助を行うことが直ちに必要で
あると認められる。

②　社会的弱者の救済、地域的ハンディの克服
等の観点から、当面、補助を通じた行政の支援
が必要であると認められる。

有
効
性

A

　平成27年度農地借入面積121ｈａに対し実績は87ｈａ
とし、貸借の面積に制限があるにもかかわらず達成度
が高い。

A
　農業委員会等に関する法律に基づき、農家への優良
農地の斡旋を通じて、農業所得の向上を図る。

A

　補助金交付規則に明記されており、妥当性を欠く水
準とはなっていない。

A

　関係補助事業と連携して、経営の安定化を図るため
には、農家にとって、圃場の良し悪しが重要であり、
優良な農地を確保することで農家所得の向上に寄与し
ている。

A
　耕作放棄地の発生予防・解消。

A

　当該補助金以外に適当な政策手段はない。
　老齢化及び離農等により、荒廃した農地の有効利用
促進と域内農家の育成のために必要な施策である。

A

　農業経営基盤促進法や農地法第3条による賃貸借権を
設定したものに対して、交付規則第３条で交付要件を
定めている。

≪視点別評価≫

　公益性　　　　　⇒　　□高い　　　□低い

　必要性　　　　　⇒　　□高い　　　□低い

　有効性　　　　　⇒　　□高い　　　□低い

　適格性・妥当性　⇒　　□高い　　　□低い

≪今後の改革の方向性≫

□現状のまま継続

□見直しの上で継続

　⇒今後の方向 □拡大 □他の補助金と統合

　　　　　　   □補助内容の改善 □縮小 □移管

□休止

□廃止

≪まとめ≫

〈補助金の見直し結果〉

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果

≪今後の改革の方向性≫

外
部
評
価
結
果

■現状のまま継続

□見直しの上で継続

 ⇒今後の方向性□拡大 □他の補助金と統合

　　　　　　　　□補助内容の改善 □縮小 □移管

□休止

□廃止

≪上記方向の理由≫

　農業委員会等に関する法律に、農地等の利用
の集積、その他農地等の効率的な利用の促進に
関する事項があり、流動化を図るため必要であ
る。

≪改革・改善の内容とそれを実施していくため
の手段・計画≫

　達成しようとする目標・成果が市民ニーズに
合致しており、かつ、その目標・成果の達成に
向けて、適切な効果を生じている。（その目
標・成果を測るための適当な効果指標の設定が
なされている。）

適
格
性
及
び
妥
当
性

①　補助の対象となる事業について、行政が直
接実施するよりも、行政以外の者が行う方が適
当であると明確に認められる。

②　補助率又は補助額が、明確な根拠によって
積算されたものであり、かつ、社会経済情勢に
照らし、著しく妥当性を欠く水準とはなってい
ない。（交付要綱の補助基準）

③　補助を受ける団体等の活動状況等に照らし
合わせて、自助努力がみられるなど、明らかに
半永続的・固定的な補助にはならないと見込ま
れる。

④　当該補助事業以外にその団体が行う活動の
状況においても一定の公益性が認められる。

⑤　特定の目標・成果の達成に向けて、当該補
助金等の交付以外に適当な政策手段がないか、
又は当該補助金等の交付が最も妥当な政策手段
であると明確に認められる。

⑥　補助の対象となる経費が、明確に規定さ
れ、その内容は補助目的に照らし、公費を充て
るものとして、著しく妥当性を欠くものとは
なっていない。

〈補助金の視点別評価〉　　　　　　　　　　　　【主管課評価・・・Ａ=合致、Ｂ=概ね合致、Ｃ=課題あり】

項　　目

　補助の対象となる事業又は補助を受ける団体
等の活動が、直接又は間接に、不特定多数の市
民の福祉の向上及び利益の増進に寄与してい
る。

必
要
性

　次のいずれかに該当するものである。

A

①に該当
　本市農業の特徴である稲作を中心とした土地利用型
農家の経営規模拡大推進と経営の安定化を図り、地域
農家の振興に合わせ、耕作放棄地の防止・解消に高い
効果を得ている。
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件数 件数

２３年度 532 14

２４年度 514 11

２５年度 508 20

２６年度 540 8

２７年度 598 16

２７年度 農地流動化促進事業補助金 361 1,228 1,419,167.00 7,548,800

２６年度 農地流動化促進事業補助金 311 1,518 1,612,785.00 8,500,400

２５年度 農地流動化促進事業補助金 420 1,008 1,111,512.68 8,339,700

２４年度 農地流動化促進事業補助金 373 1,098 1,377,942.00 9,811,400

２３年度 農地流動化促進事業補助金 417 1,407 1,502,242.00 10,643,100

　農地を借りて経営規模拡大を目指す中核的担い手農家及び農地の貸し手に対して，補助金を交付するこ
とにより，農地の集約拡大に伴う有効利用と，農業の生産性向上が図られた。

補 助 金 名 件 数 筆 数 補助対象面積（㎡） 補助金額(円)

流動化 1,228 1,215,142.17 登記嘱託 26 29,835.11

流動化 997 1,012,734.00 登記嘱託 37 24,237.00

流動化 987 961,654.34 登記嘱託 36 29,171.00

流動化 999 1,049,316.00 登記嘱託 16 21,280.00

流動化 999 987,375.54 登記嘱託 14 14,375.00

項　　目 筆　数 面　積（㎡） 項　　目 筆　数 面　積（㎡）

年次別主要成果集計表 課所名 農業委員会事務局

農業経営基盤強化促進事業に関すること

　農地流動化推進員の掘り起こし活動等の推進により，優良農地が認定農業者及び担い手農業者等に集積
できるよう事業の推進に努めた。

3
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○薩摩川内市農地流動化促進事業補助金交付規則  

平成１６年１０月１２日  

規則第１６８号  

改正 平成１８年１月１７日規則第３号  

平成１８年３月１日規則第９号  

平成１９年３月２８日規則第２０号  

平成２３年１月１７日規則第５号  

平成２３年４月２８日規則第４３号  

平成２４年２月１日規則第１号  

平成２５年９月２５日規則第５３号  

平成２７年３月３０日規則第３２号  

（趣旨）  

第１条 この規則は、薩摩川内市補助金等基本条例（平成１８年薩摩川内市条例

第４０号。以下「条例」という。）第４条第１項の規定に基づき、及び条例を

実施するため、農地流動化促進事業補助金（以下「補助金」という。）に関し

必要な事項を定めるものとする。  

（交付の目的）  

第１条の２ 市長は、市内の農地流動化の促進及び農業の中核的担い手の育成並

びに農地の集約拡大を図り、もって本市農地の有効利用、農業の生産性向上及

び他産業並の所得の向上に資することを目的に、経営規模拡大を目指す中核的

担い手農家、農業生産法人等（以下「農家等」という。）に対し、予算の範囲

内において補助金を交付する。  

（交付の対象）  

第２条 補助金の交付対象は、次に定める農家等とする。  

（１） 農地を借りて経営規模拡大をしようと希望する農家等で、農業経営規

模拡大計画を作成し、その計画について「農業経営改善計画に関する目標」

に基づき市の認定を受けたもの  

（２） 借入れ農地を含め本土地域にあっては５０アール以上の、甑島地域に

あっては３０アール以上の農地を耕作する農家等で、かつ、薩摩川内市農業

委員会（以下「農業委員会」という。）が耕作者として認めたもの  

（３） 前２号の農家等に農地を貸し付けた者  

（４） 農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）

第４条に規定する農地中間管理機構（以下「農地中間管理機構」という。）

に農地を貸し付けた者  

4
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（５） 農地中間管理機構を通じて農地を借り受けた者  

（６） 公益社団法人薩摩川内市農業公社が行う研修事業用として当該農業公

社に農地を貸し付けた者  

（交付の要件）  

第３条 補助金は、次に掲げる要件の全てに該当する場合に交付する。ただし、

農業委員会が特に必要と認めた場合は、この限りでない。  

（１） 農業経営の規模拡大を図るため、農業経営基盤強化促進法（昭和５５

年法律第６５号）第４条第４項第１号に規定する農用地の利用権、農地法（昭

和２７年法律第２２９号）第３条による賃貸借権等、農地中間管理事業の推

進に関する法律第２条第５項に規定する農地中間管理権若しくは同法第１８

条第１項の規定により農地中間管理機構が農地中間管理権を有する農地につ

いての賃借権等又はその他の各種農用地流動化方策による賃貸借権等（以下

これらを総称して「利用権等」という。）を設定する農家等であること。  

（２） 市内の農地であること。  

（３） 利用権等の設定に係る農地（以下「対象農地」という。）の面積は、

１回の申請につき、本土地域にあっては１０アール以上、甑島地域にあって

は５アール以上であること。  

（４） 利用権等の設定に係る存続期間（以下「存続期間」という。）は、３

年以上であること。  

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、交付の対象

とならないものとする。  

（１） 借人が貸人の同一世帯員又は３親等内の親族である場合  

（２） 貸人又は借人が市内に住所を有しない場合  

（補助金の額等）  

第４条 補助金の額は、本土地域にあっては別表第１に、甑島地域にあっては別

表第２に定める額とする。ただし、対象農地の合計面積に１アール未満の端数

がある場合には、その端数は切り捨てるものとする。  

２ 補助金の交付回数は、対象農地について１存続期間につき１回とする。  

（交付申請）  

第５条 補助金の交付を受けようとする借人又は貸人（以下「申請者」という。）

は、利用権等を設定した後に、農地流動化促進事業補助金交付申請書（様式第

１号）を市長に提出しなければならない。  

（交付決定）  

第６条 市長は前条による申請を受理したときは、農業委員会を経由してその内
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容を審査し、これを適当と認め補助金の交付を決定したときは、農地流動化促

進事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとす

る。  

（補助金の請求）  

第７条 前条の規定による通知を受けた者は、別に市長が指定する請求書に前条

の通知書の写しを添えて市長に補助金の請求を行うものとする。  

（補助金の返還等）  

第８条 市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認

めるときは、交付決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一

部の返還を求めることができる。  

（１） 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。  

（２） 存続期間の満了前に対象農地を返還したとき。  

（３） 対象農地を借人が取得したとき。ただし、存続期間の８割を経過した

後にあっては、この限りでない。  

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当すると認められる場合

は、既に交付した補助金の返還を要しないものとする。  

（１） 現に設定している利用権等を解除し、農地中間管理機構による農地中

間管理権を設定し、又は農地中間管理機構を通じ、新たに利用権等を設定し

ようとするとき。  

（２） 前号に掲げるもののほか、市長が補助金を返還する必要がないと認め

るとき。  

（成果）  

第９条 この補助金の交付を通じて得ようとする成果は、農地流動化の促進及び

農地の集約拡大とする。  

（見直しの期間）  

第１０条 補助金に係る条例第４条第１項の市長が定める期間は、３年とする。  

（効果の測定）  

第１１条 補助金に係る条例第４条第２項第１号に定める効果は、次に掲げる指

標を用いて測定するものとする。  

（１） 本市における農地流動化面積  

（２） 本市の農地面積に占める耕作放棄地の割合  

（その他）  

第１２条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。  

附 則  
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（施行期日）  

１ この規則は、平成１６年１０月１２日から施行する。  

（経過措置）  

２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の樋脇町農地流動化促進事業補助

金交付要領（平成８年樋脇町訓令第１号）、入来町農地流動化担い手育成促進

事業助成金交付要領（平成９年入来町訓令第７号）、東郷町経済課の所管に係

る補助金交付規則（平成６年東郷町規則第１５号）又は祁答院町農地流動化支

援事業補助金交付規則（平成１４年祁答院町規則第１６号）の規定によりなさ

れた決定、手続その他の行為は、それぞれこの規則の相当規定によりなされた

ものとみなす。  

附 則（平成１８年１月１７日規則第３号）  

この規則は、公布の日から施行し、平成１７年１２月１日から適用する。  

附 則（平成１８年３月１日規則第９号）  

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。  

附 則（平成１９年３月２８日規則第２０号）  

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。  

附 則（平成２３年１月１７日規則第５号）  

（施行期日）  

１ この規則は、公布の日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の第３条第１項第１号の規定は、この規則の施行の日以後になされた

利用権の設定等から適用し、同日前になされた利用権の設定等に係る補助金の

交付の要件については、なお従前の例による。  

附 則（平成２３年４月２８日規則第４３号）  

この規則は、平成２３年５月１日から施行する。  

附 則（平成２４年２月１日規則第１号）  

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。  

附 則（平成２５年９月２５日規則第５３号）  

この規則は、平成２５年１０月１日から施行する。  

附 則（平成２７年３月３０日規則第３２号）  

１ この規則は、平成２７年４月１日から施行する。  

２ この規則の施行の際、現に利用権等を設定し、農地流動化促進事業補助金の

交付を受けている貸人又は借人が、この規則の施行後、当該利用権等の設定を

解除した上で、当該対象農地について、農地中間管理機構による農地中間管理
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権を設定し、又は農地中間管理機構を通じて利用権等を設定しようとする場合

は、別表第１（更新契約）の表又は別表第２（更新契約）の表を適用するもの

とする。  

３ 前項の場合において、対象となる存続期間は、農地中間管理権を設定しよう

とする期間から解除した利用権等の存続期間を控除した期間とする。  

４ 前２項の規定にかかわらず、新たに農地中間管理権を設定する貸人又は農地

中間管理機構を通じて利用権等を設定しようとする借人については、別表第１

（新規契約）の表又は別表第２（新規契約）の表を適用するものとする。  

別表第１（第４条関係）  

（新規契約）  

（単位：円）  

種別

期間  

１０アールあたり補助金の額  

貸人  借人  

３年～６年未満  ２，０００ ５，０００

６年～１０年未満  ５，０００ １１，０００

１０年以上  ７，０００ １８，０００

（更新契約）  

（単位：円）  

種別

期間  

１０アールあたり補助金の額  

貸人  借人  

３年～６年未満  １，０００ ３，０００

６年～１０年未満  ２，０００ ６，０００

１０年以上  ３，０００ ７，０００

別表第２（第４条関係）  

（新規契約）  

（単位：円）  

種別

期間  

５アールあたり補助金の額  

貸人  借人  

３年～６年未満  １，０００ ２，５００

６年～１０年未満  ２，５００ ５，５００

１０年以上  ３，５００ ９，０００

（更新契約）  

（単位：円）  
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種別

期間  

５アールあたり補助金の額  

貸人  借人  

３年～６年未満  ５００ １，５００

６年～１０年未満  １，０００ ３，０００

１０年以上  １，５００ ３，５００
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